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第１章 計画の構想

第１ 計画の趣旨・策定の目的

県では、高知県社会貢献活動推進支援条例（平成 11 年 3 月制定。以下「条例」と

いう。）及び高知県社会貢献活動支援推進計画に基づき、社会貢献活動の活性化を図

るため、県の社会貢献活動拠点センターと位置付けた高知県ボランティア・ＮＰＯセ

ンター（以下「ＮＰＯセンター」という。）と連携をして、ＮＰＯ法人をはじめとす

る社会貢献活動団体に対する情報提供や研修会の開催、団体間の交流促進など、社会

貢献活動への積極的な支援を進めてきました。

その結果、平成 26 年 3 月に策定された第３次計画では、ＮＰＯ法人の活動基盤の

整備や、ＮＰＯ団体相互の交流連携の推進、ＮＰＯ活動の県民への普及啓発、大学と

の連携、災害時における社会貢献活動団体のネットワークの構築が進むといった成果

が見られました。

こうした中、第３次計画の計画期間が平成 30 年度末をもって終了することから、

これまでの社会貢献活動に対する支援を踏まえ、第４次計画を策定することとしまし

た。

第２ 計画の位置づけ及び構成

この計画は、条例第９条第１項に基づき定めた、社会貢献活動に対する支援策を

総合的かつ計画的に推進するための基本となるものであり、その構成は同条第２項に

基づき、次のとおりとします。

第３ 計画期間

この計画は、平成 31 年度から平成 35 年度までの５年間を計画期間とします。

第４ 計画の対象

この第４次高知県社会貢献活動支援推進計画において、支援の対象となる社会貢

献活動とは、営利を目的としない公益的な活動であって、その活動が県民の多様なニ

第１章
計画の構想

計画策定の位置付けや趣旨、計画期間など基本的な事項を示します。

第２章
社会貢献活動団体等の現状及び課題

社会貢献活動団体等の現状と課題を示します。

第３章
計画の目標

計画の目標とそのために関係する主体が取組むべき事項の概要を示します。

第４章
社会貢献活動に対する支援策

計画期間内に県が取り組む施策体系と具体的な取組と目標等について示します。

第５章
進捗管理

計画を着実に推進するための進捗管理について示します。
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ーズに対応し、豊かな社会生活の実現に寄与することを目的とした自主的な活動とし

ます。

また、この計画における社会貢献活動を実施する主体とは、高知県社会貢献活動

推進支援条例第４条から第８条にそれぞれ責務が定められている県、市町村、事業者、

県民及び社会貢献活動団体です。

なお、社会貢献活動団体とは、社会貢献活動を継続的に行う法人その他の団体を

いいます。

この計画中に、ＮＰＯ（Non Profit Organization）の表記が出てきますが、ＮＰ

Ｏは様々な社会貢献活動を行い、団体の構成員に対し収益を分配することを目的とし

ない団体の総称です。

広義のＮＰＯは、社会貢献活動団体のことで、狭義のＮＰＯは、社会貢献活動を

団体の主な活動としている特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）と、市民活動団体・ボ

ランティア団体を指します。

本計画におけるＮＰＯの表記は、社会貢献活動の中心的な役割を担っている狭義

のＮＰＯを意味することとします。

第５ これまでの経緯

１ 国内の動向

（１）注目されたＮＰＯの存在

平成７年１月 17 日に発生した阪神・淡路大震災は、死者 6,400 名を超える未

曾有の被害をもたらしましたが、地震直後の被災地において、公平の原則に縛ら

れて動きがとりにくかった行政に代わって被災者支援に活躍したのがボランティ

アやＮＰＯでした。

それまでの市民生活サービスは、主に行政や事業者によって支えられていまし

事業者
地縁団体

（町内会、自治会など）
企業のＣＳＲ

活動(※ )など
特定非営利活動法人

（ＮＰＯ法人） 社会福祉法人

市民活動団体・

ボランティア団体

公益社団、財団法人
県 民

社会貢献活動

への参加など

一般社団、財団法人

ＮＰＯ

社会貢献活動団体

社会貢献活動を実施する主体

･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････

※ＣＳＲ活動･･･Corporate Social Responsibil ity の頭文字をとった表現で、一般的に「企業の社会責任」
と言われる。
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たが、営利を目的とせず柔軟な活動が展開できるＮＰＯの存在が、豊かな社会を

形成するうえで不可欠であるとの認識が、この阪神・淡路大震災における活動を

きっかけに高まりました。

（２）特定非営利活動促進法の成立と社会貢献活動の広がり

国においては、市民活動団体などが容易に法人格を取得できるようにするため

の法制度についての検討が重ねられ、議員提案としての「特定非営利活動促進法」

が平成 10 年３月に成立、同年 12 月に施行されました。

この法律は、法に定める要件を満たしていれば、行政側は法人格を与えるため

の「認証」をしなければならないというように、「行政の裁量」の部分をできるだ

け排除し、法人格を取得しやすくしたという特徴があります。法施行後 20 年を経

た現在、全国には５万１千を超える（平成 30 年３月現在）特定非営利活動法人（Ｎ

ＰＯ法人）が、活動しています。

（３）ＮＰＯの活動基盤の強化と制度改正

平成 23 年３月 11 日に発生した東日本大震災では、ＮＰＯの持つ専門性・ネッ

トワークを活かした取組や、支援を通じて生まれたＮＰＯ同士の連携により、様々

な形態で支援活動が展開され、ＮＰＯへの期待がさらに高まりました。

平成 22～24 年度には、内閣府において「新しい公共（※）支援事業」が実施

され、交付金の活用により、ＮＰＯの活動基盤の強化に向けた取組が、全国的に

進みました。

また、平成 24 年４月には、制度の使いやすさと信頼性の向上、認定制度の普

及を目的に特定非営利活動促進法の改正が施行されました。

（４）現状に対応した制度改正

特定非営利活動促進法は、事務の簡素化などを目的に、平成 28 年６月に改正

され、認証申請の添付書類の縦覧期間の短縮（平成 29 年４月１日施行）、事業報

告書等の備置期間の延長（平成 29 年４月１日施行）、貸借対照表の公告及びその

方法（平成 30 年 10 月１日施行）、内閣府ポータルサイトにおける情報の提供の拡

大（平成 28 年６月７日施行）などの改正が行われました。

また、認定・特例認定ＮＰＯ法人に対しては、海外への送金又は金銭の持ち出

しに関する書類の事前提出義務に係る規定の見直し、役員報酬規定等の備置期間

の延長、仮認定ＮＰＯ法人から特例認定ＮＰＯ法人への名称変更などの改正（全

て平成 29 年４月１日施行）が行われました。

（５）社会貢献活動をめぐる新たな動き

民間公益活動を促進するための休眠預金等に係る資金の活用に関する法律（平

･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････
※新しい公共･･･「官」だけではなく、市民の参加と選択のもとで、ＮＰＯや事業者等が積極的に公共的な

財・サービスの提案及び提供主体となり、医療・福祉、教育、子育て、まちづくり等の身
近な分野において共助の精神で行う仕組、体制、活動など。
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成 30 年１月１日施行）ができ、休眠預金等（※）を民間公益活動（※）の促進に

活用できる仕組みが出来つつあり、社会貢献活動団体が活用できる新たな資金と

して注目されています。

平成 27 年９月の国連サミットでは、「誰一人取り残されない」持続可能で多様

性と包括性のある社会の実現のため、2030 年を年限とする 17 の目標と 169 のタ

ーゲットからなる「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」が採択されています。

また、社会福祉法の改正（平成 28 年４月１日施行）が行われ、社会福祉法人は

「地域における公益的な取組」が努力義務化されています。

２ 県の取組

（１）条例の制定及び計画の策定

・平成 11 年３月「特定非営利活動促進法」の施行にあわせ、高知県社会貢献活

動推進支援条例を制定

・平成 11 年３月高知県社会貢献活動支援推進計画を策定

（計画期間：平成 11～20 年度）

・平成 21 年３月第２次高知県社会貢献活動支援推進計画を策定

（計画期間：平成 21～25 年度）

・平成 26 年３月第３次高知県社会貢献活動支援推進計画を策定

（計画期間：平成 26～30 年度）

（２）支援策

条例施行後の５年間は、ＮＰＯセンターの整備や公益信託こうちＮＰＯ地域社

会づくりファンドの創設など、社会貢献活動の量を増やすことに重点を置いた支

援を行い、その後は、それまでの支援に加えて、ＮＰＯと行政との協働推進事業

の実施など社会貢献活動の質的向上に力点を置いた支援を行ってきました。

さらに、第２次高知県社会貢献活動支援推進計画の期間中には、それまでの取

組に加え、国の新しい公共支援事業による交付金を活用して、個々のＮＰＯのニ

ーズに応じた支援や寄附文化の醸成につなげる支援を行いました。

そして、第３次高知県社会貢献活動支援推進計画の期間中には、新たな基本方 針

として、社会貢献活動団体による地域づくりへの参画、災害時における社会貢献

活動団体の機能発揮を掲げ、新たな地域課題に対応した取組を支援しました。

年 度 項 目

･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････

※休眠預金等･･･預金者等が名乗り上げないまま、10 年間放置された預金等。
※民間公益活動･･･人口の減少、高齢化の進展等の経済社会的情勢の急速な変化が見込まれる中で国及び地

方公共団体が対応することが困難な社会の諸課題の解決を図ることを目的として民間の

団体が行う公益に資する活動であって、これが成果を収めることにより国民一般の利益の
一層の増進に資することとなるもの。
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平成10年度

・「高知県特定非営利活動促進法施行条例」施行

・「高知県社会貢献活動推進支援条例」制定（平成11年４月施行）

・「高知県社会貢献活動支援推進計画」策定(平成11 年度～平成20年度)

平成11年度

・公益信託「こうちＮＰＯ地域社会づくりファンド」設立許可

（～平成25年度）

・高知県ＮＰＯセンター設立

（平成13年４月から高知県ボランティア・ＮＰＯセンター）

平成13年度
・ＮＰＯ (県外)への県職員の派遣研修(１年間)の開始(～平成18年度)

・「高知県社会貢献活動支援推進会議」設置

平成15年度
・「高知県特定非営利活動法人に係る県税の課税免除に関する条例」施行

・「高知県社会貢献活動支援推進計画(後期計画)」策定

平成 16 年度
・ ＮＰＯと行政との協働推進事業開始（～平成 20 年度）

・ＮＰＯと行政との協働推進ワーキングチームの設置

平成 17 年度 ・協働の手引書発行

平成 18 年度
・高知県ボランティア・ＮＰＯセンターに駐在職員を配置（～平成 20 年度）

・ＮＰＯとのパートナーシップづくり事業開始

平成 19 年度

・ ＮＰＯ(県内)への県職員の短期派遣研修(３日間)の開始

・ 高知県社会貢献活動支援推進計画の評価の実施

・庁内に協働サポーター（※）を設置

平成 20 年度
・「第２次高知県社会貢献活動支援推進計画」策定

（平成 21 年度～平成 25 年度）

平成 22 年度 ・新しい公共支援基金造成

平成 23 年度

・新しい公共支援基金事業実施（～平成 24 年度）

ＮＰＯ活動ステップアップ支援事業
ＮＰＯ活動強化支援事業（H24 のみ）
ＮＰＯ寄附募集支援事業
ＮＰＯと市町村との協働モデル事業

平成 25 年度
・「第３次高知県社会貢献活動支援推進計画」策定

（平成 26 年度～平成 30 年度）

【高 知 県 ボランティア・ＮＰＯセンター】

設置、運営主体は、社会福祉法人高知県社会福祉協議会で、この計画では

「高知県社会貢献活動拠点センター」として位置づけている。

･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････

※協働サポーター･･･ 全庁的にＮＰＯと行政との協働を推進するため、各部局の企画担当課に設置し、社会
貢献活動に関する各部局の窓口とし、必要に応じて部局内の担当課と調整を行う。ま

た、県民生活・男女共同参画課及び部局内の担当課室と課題や情報の共有を図る。
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第２章 社会貢献活動団体等の現状及び課題

第１ 社会貢献活動団体の現状

１ 団体数及び活動分野

県内のＮＰＯ法人数は、毎年増加を続け、平成 29 年度末には 332 団体となり、

うち認定ＮＰＯ法人は９団体誕生し、社会貢献活動の広がりが見られました。

ＮＰＯ法人の活動分野を見ると、「保健、医療又は福祉の増進を図る活動」を

主な活動分野とする法人が最も多く、続いて「まちづくりの推進を図る活動」と

なっています。また、平成 24 年度末からは若干少なくなったものの「学術、文化、

芸術又はスポーツの振興を図る活動」、「環境の保全を図る活動」を行う法人も多

くあります。そして、平成 24 年度末にはなかった「農山漁村又は中山間地域の振

興を図る活動」を行う法人が新たに現れています。

また、これらの分野以外を主な活動分野とするＮＰＯ法人も存在し、様々な分

野でＮＰＯ活動が行われています。

＜ＮＰＯやボランティアに関する総合情報サイト（ピッピネット）のＵＲＬ＞

http://www.pippikochi.or.jp/

●ＮＰＯ法人数の推移　（平成30年３月31日時点）

法人数 増減 法人数 増減

11年度 14 － 21年度 252 18

12年度 22 8 22年度 254 2

13年度 38 16 23年度 280 26

14年度 66 28 24年度 302 22

15年度 107 41 25年度 313 11

16年度 133 26 26年度 318 5

17年度 170 37 27年度 323 5

18年度 194 24 28年度 325 2

19年度 214 20 29年度 332 7

20年度 234 20



- 7 -

２ ＮＰＯ法人の財政状況

ＮＰＯ法人の財政規模を平成 23 年度と平成 28 年度の決算の支出額で比較する

と、100 万円未満の法人は 9.6％減少した一方で、1,000 万円を超える法人は 4.8％

増加しています。

（単位：法人数）

Ｈ24年度末 Ｈ29年度末 増減

保健、医療又は福祉の増進を図る活動 111 125 14

社会教育の推進を図る活動 19 20 1

まちづ くりの推進を図る活動 50 61 11

観光の振興を図る活動 0 0 0

農山漁村又は中山間地域の振興を図る活動 0 5 5

学術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動 39 38 ▲ 1

環境の保全を図る活動 29 27 ▲ 2

災害救助活動 1 3 2

地域安全活動 3 4 1

人権の擁護又は平和の推進を図る活動 7 7 0

国際協力の活動 3 2 ▲ 1

男女共同参画社会の形成の促進を図る活動 1 0 ▲ 1

子どもの健全育成を図る活動 12 13 1

情報化社会の発展を図る活動 6 4 ▲ 2

科学技術の振興を図る活動 0 0 0

経済活動の活性化を図る活動 8 8 0

職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動 11 13 2

消費者の保護を図る活動 0 0 0

連絡、助言又は援助の活動 2 2 0

合計 302 332 30

法人の主な活動分野

分野ごとの数
活動分野

●ＮＰＯ法人の財政規模（支出額）

法人数 割合 法人数 割合

10万円未満 91 33.5% 70 24.1%

10万～50万円未満 21 7.7% 27 9.3%

50万～100万円未満 17 6.3% 13 4.5%

100万～300万円未満 23 8.5% 31 10.7%

300万～500万円未満 15 5.5% 23 7.9%

500万～1000万円未満 22 8.1% 24 8.2%

1000万～5000万円未満 74 27.2% 79 27.1%

5000万円以上 9 3.3% 24 8.2%

合　　計 272 100.0% 291 100.0%

Ｈ23年度 Ｈ28年度
金額
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財政規模が 100 万円未満の法人数の割合は、主な活動分野が「保健、医療福祉

の増進」では 5.8％減少し、「まちづくりの推進」では 3.9％増加しています。

一方で、財政規模が 1,000 万円以上の法人数の割合は、主な活動分野が「保健、

医療福祉の増進」では 3.3％、「社会教育の推進」では 2.7％、「子どもの健全育成」

では 2.4％と増加し、「環境の保全」では 3.8％、「学術・スポーツ等の振興」では

2.3％減少しています。

●財政規模100万円未満の法人の主な活動分野

法人数 割合 法人数 割合 法人数 割合

保健、医療福祉の増進 38 29.5% 26 23.6% ▲ 12 ▲5.8%

社会教育の推進 7 5.4% 8 7.3% 1 1.8%

まちづくりの推進 22 17.1% 23 20.9% 1 3.9%

農山漁村中山間地域の振興 － － 1 0.9% 1 0.9%

学術・スポーツ等の振興 17 13.2% 14 12.7% ▲ 3 ▲0.5%

環境の保全 15 11.6% 14 12.7% ▲ 1 1.1%

災害救援活動 － － 2 1.8% 2 1.8%

地域安全活動 2 1.6% 2 1.8% 0 0.3%

人権・平和推進 4 3.1% 2 1.8% ▲ 2 ▲1.3%

国際協力の活動 2 1.6% 1 0.9% ▲ 1 ▲0.6%

子どもの健全育成 5 3.9% 3 2.7% ▲ 2 ▲1.1%

情報化社会の発展 4 3.1% 3 2.7% ▲ 1 ▲0.4%

経済活動の活性化 6 4.7% 5 4.5% ▲ 1 ▲0.1%

職業能力の開発等 6 4.7% 5 4.5% ▲ 1 ▲0.1%

連絡、助言等 1 0.8% 1 0.9% 0 0.1%

合　　計 129 100.0% 110 100.0% ▲ 19 －

H23年度 H28年度 増減
主な活動分野

●財政規模1,000万円以上の法人の主な活動分野

法人数 割合 法人数 割合 法人数 割合

保健、医療福祉の増進 44 53.0% 58 56.3% 14 3.3%

社会教育の推進 1 1.2% 4 3.9% 3 2.7%

まちづくりの推進 11 13.3% 12 11.7% 1 ▲1.6%

農山漁村中山間地域の振興 － － － － 1 －

学術・スポーツ等の振興 10 12.0% 10 9.7% 0 ▲2.3%

環境の保全 8 9.6% 6 5.8% ▲ 2 ▲3.8%

災害救援活動 － － － － － －

地域安全活動 － － － － － －

人権・平和推進 1 1.2% 2 1.9% 1 0.7%

国際協力の活動 － － － － － －

子どもの健全育成 2 2.4% 5 4.9% 3 2.4%

情報化社会の発展 － － － － － －

経済活動の活性化 1 1.2% 1 1.0% 0 ▲0.2%

職業能力の開発等 4 4.8% 4 3.9% 0 ▲0.9%

連絡、助言等 1 1.2% 1 1.0% 0 ▲0.2%

合　　計 83 100.0% 103 100.0% 20 －

H23年度 H28年度 増減
主な活動分野
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３ 新たな活動の動き

地域の課題やニーズが多様化する中で、それぞれに対応した特色ある活動を行

うＮＰＯ法人をはじめとする社会貢献活動団体が、県内各地で活躍するようにな

りました。

（１）集落活動センターにおける取組

県では、地域住民が主役となって、地域が抱える課題を解決したり、住民の

皆様の思いや、ニーズを実現するため、地域で支え合い、助け合う仕組みづく

りとして集落活動センターの取組を推進しています。このセンターの運営主体

となり、子育てや環境、高齢者の見守りなどに取り組むＮＰＯ法人が増えてい

ます。

＜集落活動センターの取組が分かる県ホームページのＵＲＬ＞

http://www.pref.kochi.lg.jp/soshiki/070101/2016031700183.html

（２）子ども食堂における取組

県では、子ども食堂支援基金を設立して、食事の提供を通じて子どもや保護

者の居場所となるとともに、保護者の孤立感や負担感を軽減する場、地域にお

ける見守りの場としての機能が期待される子ども食堂の取組を支援しており、

様々な団体が運営主体となって県内各所に広がっています。ＮＰＯ法人が運営

主体となっている取組の中では、子どもから高齢者までの幅広い年齢層のため

の居場所づくりを目指す活動も広がりつつあります。

＜子ども食堂の取組が分かる県ホームページのＵＲＬ＞

http://www.pref.kochi.lg.jp/soshiki/060401/kochikekodomosyokudou.html

（３）移住者による取組

県外からの移住者がＮＰＯ法人を設立し、移住者の視点を活かして見つけた

地域の魅力を発信し、地域外から人を呼び込んだり、地域と事業者をつなぎ、

地域の活性化に向けた新たな活動を行うことで地域課題の解決を目指す動き

が生まれています。

第２ 第３次高知県社会貢献活動支援推進計画の成果

これまで第３次高知県社会貢献活動支援推進計画に基づいた取組を行うことで、次

のような成果につながっています。

１ ＮＰＯ活動基盤の整備

ＮＰＯの活動基盤の整備については、ＮＰＯセンターへの補助金助成により、
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ＮＰＯに対する会計基準研修の実施や助成金の情報発信等を行ったことで、約

80％のＮＰＯ法人が会計基準を導入し、約 25％が助成金収入を得る等、活動基盤

の整備が図られています。

（事業報告書のとりまとめ結果〉

・会計基準を導入した…80.5％

・民間の助成団体等から助成金収入を得た…25.6％

２ ＮＰＯ団体相互の交流連携

ＮＰＯ団体相互の交流や連携については、ホームページ、ピッピネット、ツイ

ッター等による随時の情報提供や こうちＮＰＯフォーラムの開催などによって

連携の推進が図られています。

（ＮＰＯ対象のアンケート結果〉

・地域課題解決等に関してＮＰＯ同士が連携した団体…43.4％

３ ＮＰＯ活動の県民への普及啓発

ＮＰＯ活動の県民への普及啓発については、ボランティアガイダンスや高知大

学での講座等を実施し、県民のＮＰＯ活動に対する理解促進につながっています。

（ＮＰＯ対象のアンケート結果〉

・貴団体の活動内容等は、地域の人々に理解されている…59.6％

４ 大学との連携

大学との連携については、高知大学の地（知）の拠点整備事業の実施によって、

産業振興推進地域本部（安芸・高知市・嶺北・幡多）にＵＢＣ（高知大学教員）

４名の常駐が実現したほか、高知県立大学による集落活動センターの立ち上げ支

援等、地域と大学との連携体制が整備されています。

５ 災害時における社会貢献活動団体の機能発揮

災害時における社会貢献活動団体の機能発揮については、災害ボランティアセ

ンターのネットワーク会議の開催やコーディネーターの養成等により、取組を進

めています。

（ＮＰＯ対象のアンケート結果〉

・災害時に他の団体と連携できる環境にある…72.1％

第３ 社会貢献活動団体の課題

これまで、第３次計画に掲げられた具体的な取組の評価結果や、県・市町村、事業

者、社会貢献活動団体を対象に実施したアンケート調査の結果をもとに、社会貢献団
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体の課題を次のように整理しました。

１ ＮＰＯ活動基盤の充実

ＮＰＯ活動が充実するためには、ＮＰＯセンターの機能を充実するとともに、

ＮＰＯセンターと大学等の関係機関との連携を強化する必要があります。

（１）人材育成・確保

人材の育成と確保については、ＮＰＯ関係の講座を実施し、県民への広報活

動等も行っていますが、ＮＰＯ法人を対象としたアンケートでは、約７割のＮ

ＰＯ法人が人材が不足している（「活動の中心メンバー」：72.3％、「事業に参加

してくれる人」：69.7％、「事務局人材」：69.5％（表１））と回答しています。

そのため、今後は、大学や高校等の教育・研究機関との連携を強化して、人

材の育成と確保につながる取組などを行う必要があります。

（２）財政基盤の強化

① 助成金等について

行政からの補助金や委託事業を受けているＮＰＯ法人が 61.1％、民間の助

成団体等から助成金を受けているＮＰＯ法人が 25.6％と、助成金等の収入を

得るＮＰＯ法人は増加していますが、ＮＰＯ法人を対象としたアンケートで

は、「活動資金の量が不十分」との回答が 76.9％（表２）であったことから、

さらなる財政基盤の強化を行う必要があります。

② 寄附金について

寄附の促進については、寄附の募集に関する情報発信や、ファンドレイジ

ングに関する研修会を開催しています。平成 28 年度のＮＰＯ法人の事業報告

書では、ＮＰＯ法人の 44.7％に寄附収入が計上されており、寄附活動が進ん

でいると考えられます。一方で、一定割合の寄附金収入などを要件とする認

定ＮＰＯ法人数は９法人と伸び悩んでいます。

ＮＰＯ法人を対象としたアンケートでは、「活動資金が不十分」と 76.9％

（表２）が回答しており、更なる活動資金の確保に向けた取組が必要です。

２ 事業者との連携

事業者との連携については、企業・ＮＰＯパートナーシップ委員会で作成した

ＮＰＯ活動事例パンフレットを事業者に配布するなど、ＮＰＯの取組の広報を行

いましたが、ＮＰＯ法人を対象としたアンケートでは、地域課題の解決のために

他の団体と協働したＮＰＯ法人のうち、「民間企業と協働した」法人は 14.6％（表

３）と低かったことから、今後も、事業者との連携を強化する必要があります。
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３ 地域コミュニティとの連携

地域コミュニティとの連携については、地縁団体が、ＮＰＯや集落、事業者等

と協働して集落の維持や活性化に取り組んできました。しかし、地域のコミュニ

ティ機能や活力の低下が進む中で、ＮＰＯ法人が、地域のコミュニティとの協働

を更に深めて地域の活性化につなげる取組が必要です。

（表３） ＮＰＯ法人が連携した団体

団体 割合

ＮＰＯ法人 24.1%

民間企業 14.6%

ボランティア団体等 28.5%

地縁団体（町内会、自治会等） 22.6%

その他 10.2%

（出典）Ｈ29年度ＮＰＯおよび市民活動に関するアンケート

（表１） ＮＰＯ法人の人材等確保の現状

人材等の種類 十分 不十分

活動の中心メンバー 27.7% 72.3%

事業に参加してくれる人 30.3% 69.7%

事務局人材 30.5% 69.5%

（出典）Ｈ29年度ＮＰＯおよび市民活動に関するアンケート

（表２） ＮＰＯ法人の現在の活動資金の量

十分 不十分

23.1% 76.9%

（出典）Ｈ29年度ＮＰＯおよび市民活動に関するアンケート
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第３章 計画の目標

第１ 目指すべき姿

県民が、世代を問わず社会貢献活動に参加しやすい気風をつくることで、「県民

の社会生活の質の向上を図り、豊かで安心して暮らすことができる元気な地域社会

づくり」を目指します。

第２ 計画の目標

この計画の目標は、条例第１条の目的や、第３次計画の課題を踏まえ、次のとお

りとします。

県民が、社会貢献活動を身近に感じて、気軽に社会貢献活動に参加する気風づく

りを進めます。

また、ＮＰＯセンターと教育・研究機関などが連携して、若者が社会貢献活動に

参加しやすい仕組みをつくります。

計画の成果目標については、ＮＰＯ法人の増加、ＮＰＯ法人の会員の増加、ナツ

ボラの参加高校及び参加者の増加、ＮＰＯセンターの登録団体の増加、ボランティ

ア行動者率の増加を指標として評価します。

第３ 各主体の役割

社会貢献活動を推進し、先に掲げる目標を達成するためには、県、ＮＰＯセンター、

市町村、事業者、県民、社会貢献活動団体の各主体がそれぞれの立場や能力に応じて、

必要な役割を果たすとともに、相互の連携によるパートナーシップを構築していくこ

とが必要です。

＜取組目標＞

・「気軽に社会貢献活動」の気風づくり

・教育・研究機関などと連携した若年層が参加しやすい仕組みづくり

＜取組の成果目標＞

・ＮＰＯ法人の増加 370 法人（平成 29 年度末：332 法人）

・会員数が増加したＮＰＯ法人 20％

・ナツボラ（※）の参加高校 15 校、参加者延べ 1,200 人

（平成 29 年度：参加高校９校 参加者 延べ 920 人）

・ＮＰＯセンターの登録団体の増加 600 団体

（平成 29 年度末：491 団体）

・ボランティア行動者率の増加 26.0％【平成 33 年度】

（平成 28 年度：22.6％）

･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････

※ナツボラ･･･ボランティアの発掘や活動の裾野を拡げるため、若者や学生を対象にした夏期のボランティア

体験キャンペーン
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この計画において、県の役割と県以外の主体（※）に期待する役割については次の

とおりとします。

１ 県の役割

「県は、条例の基本理念に基づき、総合的な支援策を策定し、実施する」（条

例第４条）こととされています。

このため、これまでの計画に基づき、社会貢献活動の量、質の充実を図るため

に実施してきた活動基盤、財政基盤及び人材育成等に関する支援を引き続き実施

し、社会貢献活動団体が活動しやすい環境づくりに努めるとともに、県、市町村、

事業者、社会貢献活動団体相互の連携・協働を主導するなど、支援策を実施しま

す。

２ ＮＰＯセンターの役割

「県は、社会貢献活動を支援する拠点の整備、情報の提供等社会貢献活動の基

盤の強化を図るために必要な方策を講ずるものとする」（条例第 10 条）とされて

います。

これに基づき、県は、ＮＰＯセンターを社会貢献活動拠点センターと位置付け

ています。

このため、ＮＰＯセンターは、社会貢献活動を支援する拠点として、ＮＰＯの

活動基盤の強化をはじめ、ＮＰＯのネットワークの構築、行政・事業者との連携

等を促進する、県内のＮＰＯ活動を支援し、推進する役割が求められています。

３ 市町村の役割

「市町村は、基本理念に基づき、各市町村の実情に応じた社会貢献活動に対す

る支援策を実施するよう努めなければならない」（条例第５条）とされています。

住民にとって最も身近な行政機関として、地域における課題を解決するために

は、協働の重要性を認識し、地域の社会貢献活動団体との、さらなる連携が必要

です。

このため、地縁団体やＮＰＯとの関係づくりを積極的に行うとともに、地域の

ニーズに応じた連携や協働を進めることが求められます。

４ 事業者の役割

「事業者は、基本理念に基づき、地域社会の構成員として、社会貢献活動が円

滑に推進されるよう努めるとともに、県、市町村が実施する支援策に協力するよ

う努めなければならない」（条例第６条）とされています。

このため、社会的責任の一環として社会貢献活動に参加し、社会貢献活動に対

する理解を深めるとともに、県や市町村への協力を通じて、連携や協働に努める

ことが求められます。
･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････

※主体･･･高知県ボランティア・ＮＰＯセンター、市町村、事業者、県民、社会貢献活動団体
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５ 県民の役割

「県民は、基本理念に基づき、社会貢献活動に自ら努めるとともに県、市町村

が実施する支援策に協力するよう努めなければならない」（条例第７条）とされて

います。

このため、自ら社会貢献活動へ自主的・積極的に参加し、社会貢献活動に対す

る理解を深めるとともに、県や市町村の取組に対し、それぞれの能力に応じた連

携や協働に努めることが求められます。

６ 社会貢献活動団体の役割

「県、市町村、事業者又は県民から支援を受けた社会貢献活動団体は、当該支

援を最大限に生かし、誠実かつ着実に社会貢献活動を推進する」（条例第８条）も

のとされています。

このため、行政とともに公共的サービスの提供主体であることを認識し、積極

的な情報公開と活動のアピールに努め、活動の資源を自力で調達するなど、自立

した主体として行動することが求められます。

各主体の相互のパートナーシップの確立

県、市町村、事業者、県民、社会貢献活動団体の各主体がそれぞれの立場や能力に

応じて、必要な役割を果たすとともに、相互の連携によるパートナーシップの確立を

目指します。

連携・協働

連携・協働連携・協働

連携・協働

高知県ボランティア・ＮＰＯセンター

（高知県社会貢献活動拠点センター）

パートナーシップの確立

助成

支援

情報公開、活動・

アピール、自立

連携・協働連携・協働

連携・協働

社会貢献活動

への参加

県民（住民）

市町村
地域の社会貢献

活動への参加

県

事業者

社会貢献活動
への参加

社会貢献

活動団体
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第４章 社会貢献活動に対する支援策

第１ 基本方針と実施項目

第３章に掲げる「計画の目標」を達成するために県が実施する支援策について、基

本方針と実施項目は次のとおりとします。

支援策については、ＮＰＯセンターが実施し、県はそれを支援します。

＜高知県社会貢献活動支援推進計画 施策体系図＞

取組目標　・「気軽に社会貢献活動」の気風づくり

　　　　　　　・教育・研究機関などと連携した若年層が参加しやすい仕組みづくり

≪基本方針≫ ≪実施項目≫

Ⅰ　社会貢献活動団体への支援

       の充実

１　人材育成と確保

２　財政基盤　

３　研修・広報・大学との連携等

Ⅱ　社会貢献活動団体と関係

       団体の連携

１　教育・研究機関との連携

２　事業者、行政等との連携

Ⅲ　地域における社会貢献活動

       の推進

１　地域の課題解決につながる

　　取組

２　災害時における取組

新 拡

拡

新

拡

＜取組の成果目標＞

　・ＮＰＯ法人の増加 ：370 法人　（平成29年度末：332法人）

　・会員数が増加したＮＰＯ法人：20％

　・ナツボラの参加高校：15校、参加者：延べ1,200人

　　（平成29年度：９校　延べ920人）

　・ＮＰＯセンターの登録団体の増加：600団体　（平成29年度末：491団体）

　・ボランティア行動者率：26.0％【平成33年度】　（平成28年度末：22.6％）

新 拡

拡
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第２ 活動の推進に向けた具体的な取組

社会貢献活動を推進するために、様々な主体と協力しながら、課題に対応した施策

を進めます。

地域地域の社会貢献活動のすそ野を広げていくためには、社会貢献活動団体が増

加するとともに、その活動が活発になっていく必要があります。

このため、引き続き、ＮＰＯセンターを通じて、社会貢献活動団体を育成する支

援体制を充実します。

１ 人材育成と確保

社会貢献活動を活性化させるためには、実際に活動に携わる人を確保すること

が重要ですが、多くの団体では、活動の中心メンバー、事業に参加してくれる人、

事務を担当してくれる人など、あらゆる人材が不足しており、課題となっていま

す。

このため、ＮＰＯセンターが行ってきたこれまでの取組に加えて、市町村や経

済団体等と連携して社会貢献活動に参加しやすくするとともに、ＮＰＯに必要な

人材を養成する研修の改善に取り組みます。

＜人材確保＞

① 社会貢献活動を知ってもらう取組

ＮＰＯセンターは、これまで実施してきた取組に加えて、多くの人が集まる

場所で社会貢献活動を周知する取組や、市町村と連携した情報提供を行うこと

などにより、県民が社会貢献活動に参加しやすいきっかけをつくります。

② 経済団体等と連携した人材の確保

ＮＰＯセンターでは、これまで、企業・ＮＰＯパートナーシップ委員会や企

業市民セミナーなどを通じて、事業者等に社会貢献活動の情報を提供してきま

した。

こうした取組に加えて、経済団体等と連携して、より多くの事業者や社員の

方に社会貢献活動の取組等を周知することで、社会貢献活動に参加しやすい環

境をつくります。

③ 教育・研究機関と連携した次世代の担い手育成

ＮＰＯセンターは、これまで教育・研究機関向けに、高校生や大学生を対象

としたナツボラを実施し、若年層への社会貢献活動の普及に努めてきました。

基本方針Ⅰ 社会貢献活動団体への支援の充実

拡

拡
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今後も、教育・研究機関（高校や大学など）を通じて、ナツボラを周知する

ことにより、若年層が社会貢献活動に気軽に参加できる気風づくりを行います。

＜人材育成＞

④ 研修の改善

ＮＰＯセンターでは、これまで実施してきた研修を引き続き行うとともに、

これまで研修を受講できなかった方々や、新しくＮＰＯの会員になった方々が、

必要な時に研修が受けられるように、インターネットを活用した動画による講

座の配信を行うなど、研修場所や時間に関係なくスキルアップできる仕組みを

つくります。

２ 財政基盤

社会貢献活動団体が、活動内容を充実させ、持続的なものにしていくためには、

財政基盤の充実が必要です。

このため、それぞれの団体が、活動資金を安定的に確保できるように、各種助

成金等の情報提供を行うとともに、認定ＮＰＯ法人への移行やＮＰＯへの寄附を

促進することで、社会貢献活動の活性化につなげます。

① ＮＰＯ法人の会計基準の普及

ＮＰＯセンターは、ＮＰＯ法人の会計報告の質を高め、活動実態がよりわか

りやすいものとなるよう、ＮＰＯ法人会計基準の普及を推進します。

ＮＰＯ法人会計基準

全国のＮＰＯ法人が統一したルールで会計報告を作成し、活動をわかりやすく伝え、

信頼と支援を得られるように、ＮＰＯ法人会計基準が策定されています。

② ＮＰＯに対する補助、助成等の情報提供

ＮＰＯセンターは、ＮＰＯが、活動資金を確保できるように、国や県の補助

金、民間等の助成金の情報を整理し、ホームページ等により情報提供します。

③ 認定ＮＰＯ法人への移行促進

ＮＰＯセンターは、認定ＮＰＯ法人のメリット（税制優遇等）等を広く周知

し、寄附の増加を目指す認定ＮＰＯ法人への移行を支援します。

④ 財政基盤の充実に向けた取組の強化

ＮＰＯセンターは、ＮＰＯの財政基盤の強化につながるような研修や、専門

家の派遣を充実します。

⑤ ＮＰＯへの寄附の促進

ＮＰＯセンターは、事業者や県民の方々がＮＰＯに関心を持てるように、活

動の周知を行い、寄附の増加につなげていきます。

新

拡
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３ 研修・広報・大学との連携等

社会貢献活動を広げていくためには、社会貢献活動団体の増加や、今ある団体

の活動の活性化が必要です。

このため、ＮＰＯセンターにおいては、これまでの取組を引き続き実施してい

くとともに、新たに効果的な研修の実施や、広報の充実による活動内容の発信、

地域における他の関係団体との連携を強める支援に取り組みます。

① 研修や相談窓口の充実

ＮＰＯセンターは、条例において、社会貢献活動を推進するための拠点セン

ターとして位置づけられ、ＮＰＯに関する研修や、専門家派遣、相談対応など

に取り組んできました。

この計画においては、これまで行ってきたＮＰＯ法人の立ち上げ支援や、ス

キルアップ、事業の拡大に必要な研修を、目指すテーマに応じたコースに系統

立てるとともに、誰もが、必要な時に研修が受けられるよう、インターネット

を活用した動画による講座を実施するなどの方法を検討するとともに、専門家

の派遣を拡充するなど相談支援の充実を目指します。

② 社会貢献活動の理解につながる広報の充実

ＮＰＯセンターは、社会貢献活動を県民に積極的に発信し、活動への理解を

深めることで、社会貢献活動団体が行う活動への応援が得られるようにします。

③ 大学とＮＰＯセンターの連携による地域課題の解決

ＮＰＯセンターと大学との情報共有を定期的に行い、社会貢献活動団体や、

各地域の課題に関する情報を共有することで、社会貢献活動団体と他の関係団

体（事業者、市町村等）とのマッチングを進め、地域の課題解決に努めます。

新

新

拡
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社会貢献活動を活性化するためには、県民が、世代を問わず、気軽に社会貢献活

動に参加しやすい気風をつくることが必要です。

若年層に対しては、教育機関と連携して、社会貢献活動に参加しやすい環境をつ

くり、社会貢献活動に親しみながら、地域への愛着を深める機会を提供することが

必要です。

また、社会人になっても、社会貢献活動に気軽に参加できるよう事業者等と連携

した社会貢献活動に参加しやすい環境づくりも必要です。

こうしたことから、市町村、事業者、大学等の教育・研究機関などの関係団体が

連携して、県民誰もが気軽に参加しやすい気風づくりに取り組みます。

１ 教育・研究機関との連携

これまでの大学等の地域活動の取組により、学生が地域に出向き、様々な課題

を解決する活動を行うことで、若年層が地域のニーズを知る機会が増えています。

また、県が、大学生に行った社会貢献活動に関するアンケートでは、大学生が

社会貢献活動に参加したきっかけは、「身近な人から誘われたから」や「学校（大

学）の授業などの一環」の回答が多く、大学教員などの日頃から接している身近

な人や、友人から社会貢献活動に関する情報を受けることで、社会貢献活動への

参加につながると考えられます。

このため、教育・研究機関を通じた情報発信の充実を図るなど、若年層が社会

貢献活動に参加しやすい環境づくりを行います。

① 大学とＮＰＯセンターの連携による地域課題の解決（再掲）

ＮＰＯセンターと大学との情報共有を定期的に行い、社会貢献活動団体や、

各地域の課題に関する情報を共有することで、社会貢献活動団体と他の関係団

体（事業者、市町村等）とのマッチングを進め、地域の課題解決に努めます。

② 教育・研究機関と連携した次世代の担い手育成（再掲）

ＮＰＯセンターは、これまで高校生や大学生を対象としたナツボラを実施し、

社会貢献活動の普及に努めてきました。

今後も、教育・研究機関（高校や大学など）を通じて、ナツボラを周知する

ことにより、社会貢献活動に気軽に参加できる気風をつくります。

２ 事業者、行政等との連携

事業者はこれまで、社会貢献活動団体への助成や、事業者による社会貢献活動

（ＣＳＲ活動等）を実施してきました。

基本方針Ⅱ 社会貢献活動団体と関係団体の連携

新
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一方で、ＮＰＯ法人が十分な活動を行うための人材は不足しており、社会人の

社会貢献活動への更なる参加が期待されています。

こうしたことから、ＮＰＯセンターが、事業者と社会貢献活動団体との連携の

推進に取り組みます。

また、今後も引き続き、市町村とＮＰＯ法人との意見交換会や、地域支援企画

員を通じた市町村と社会貢献活動団体の協働を進めるとともに、県職員をＮＰＯ

に短期に派遣するなど、行政がＮＰＯ活動に理解を深めるよう取り組みます。

① 事業者と社会貢献活動団体との連携を推進

ＮＰＯセンターは、事業者のニーズに応じた社会貢献活動団体の情報や連携

事例を紹介するなど、広報を充実します。

② 市町村と社会貢献活動団体との協働を推進

県は、他地域の協働事例の紹介や、意見交換会の開催、地域の様々な主体が

協議する場を設けるなど、市町村と連携を図ります。

また、市町村の住民が、地域の社会貢献活動に参加しやすくなるよう、市町

村による情報提供の充実に取り組みます。

③ 地域支援企画員を中心とした連携

それぞれの地域で活動している地域支援企画員が中心となり、市町村や社会

貢献活動団体、地域事業者との連携を進めます。

④ 県職員のための研修等の実施

県職員のＮＰＯに対する理解を深めるため、県内のＮＰＯへの職員の短期派

遣研修や団体の活動情報の提供、協働事例の紹介等を実施します。

拡
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少子高齢化・人口減少に伴い、地域のコミュニティ機能や活力の低下が進む中、

地域コミュニティを活性化し、地域の活力を維持していく必要があります。

こうした地域課題に対応していくため、多様性や先駆性を持った社会貢献活動団

体が地域づくりに参画できるよう、支援を行います。

また、本県は、南海トラフ地震をはじめ、急峻な地形や降水量が多いことなどに

起因する災害が発生しやすい自然条件下にあることから、災害への対応は重要な

課題となっています。そうした中、大きな災害の際に、ＮＰＯが活躍した例が頻

繁に見られるようになっており、災害時にＮＰＯが果たす役割はますます大きくな

っています。

このため、ＮＰＯセンターが中心となって、災害時に機能を発揮できるＮＰＯの育

成と、平常時から県、市町村、ＮＰＯセンター（高知県社会福祉協議会）、市町村の社

会福祉協議会、事業者、ＮＰＯが相互に連携し、災害支援に取り組むネットワークの

構築を進めます。

また、災害発生時には、ＮＰＯが行政や災害ボランティアセンターと連携できる

ようＮＰＯセンターが支援します。

１ 地域の課題解決につながる取組

東日本大震災などの大きな災害時など、様々な場面で地域コミュニティの重

要性が認識されてきました。

こうしたことから、地縁団体と社会貢献活動団体などが連携し、つながりが

希薄化した地域コミュニティの再生や、活性化に取り組む活動を支援します。

また、県民、社会貢献活動団体、事業者、市町村など様々な主体が、地域資

源を活かしたコミュニティビジネスによって地域課題を解決するとともに、Ｎ

ＰＯの自立性の向上と継続性につながるよう支援します。

① 地縁団体とＮＰＯとの相互理解の推進

ＮＰＯセンターは、地域の活性化に取り組む地縁団体と、福祉やまちづくり、

環境など専門的ノウハウを持ったＮＰＯとの相互理解と交流が進むよう、大学

等と連携し、情報提供を行います。

② 新たな地域コミュニティの拠点づくり

県は、集落活動センターや子ども食堂を中心とした、地縁団体、ＮＰＯ、市

町村などの相互連携の取組を支援します。

また、集落活動センターや子ども食堂の立ち上げや運営を支援します。

基本方針Ⅲ 地域における社会貢献活動の推進

拡
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③ ＮＰＯのコミュニティビジネスへの参入支援

県は、中山間地域において、コミュニティビジネスによる利益が地域に還元

され、地域の経済活性化とコミュニティの再生につながるよう支援します。

④ ＮＰＯのコミュニティビジネスの活動支援

県は、継続的なコミュニティビジネスを支援し、生活基盤の確保や地域にお

ける就業機会・雇用の創出を図ります。

２ 災害時における取組

災害時のボランティア活動の体制強化を図るため、災害時に機能を発揮できるＮ

ＰＯの育成を推進します。

また、災害の規模が大きくなるほど多数のボランティアの確保が必要になり、ボ

ランティア募集から被災地支援まで、多岐にわたる、迅速で広域的な活動が必要に

なります。

そのため、平常時から関係機関によるネットワークの構築に取り組みます。

① 災害ボランティアと連携できるＮＰＯの育成

県とＮＰＯセンターは、ＮＰＯの専門性（高齢者の介護支援、カウンセリン

グ、まちづくり計画等）を活かした取組に加えて、災害ボランティアセンター

と連携し、地域外から支援に来るボランティア等の力を効果的に活用し、被災

地の復興を支援する等、災害時に機能を発揮できるＮＰＯを育成します。

② 行政・ＮＰＯ・事業者など関係機関によるネットワークづくり

ＮＰＯセンターは、災害時において、スムーズな災害支援協力体制が行われ

るように、平常時から地域の防災組織等との交流を図り、お互いの役割を確認

するなど、ネットワークの構築を図ります。

③ 災害時における活動拠点の確保

ＮＰＯセンターは、支援活動がスムーズに行われるよう、市町村における災

害ボランティアとの連携や、県内外のＮＰＯの受け入れ体制の整備を支援しま

す。
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【具体的な取組と目標等】

基本

方針
実施項目 取組内容

成果目標

（Ｈ35）

実施団体

（担当課）

Ⅰ

社
会
貢
献
活
動
団
体
へ
の
支
援
の
充
実

１ 人材育
成と確保

拡充① 社会貢献活動を知っても
らう取組 ・会員数が増加したＮＰＯ

法人 20％

・ボランティア行動者率の増
加
[H33：26.0％]
(H28：22.6％)

・ナツボラの参加高校 15 校、
参加者延べ 1,200 人
(H29：９校、延べ 920 人)

高 知 県 ボ ラ ン
ティア・ＮＰＯ
センター

県（私学・大学
支援課、高等学
校課）

大学

拡充② 経済団体等と連携した人

材の確保

③ 教育・研究機関と連携した次
世代の担い手育成

新規④ 研修の改善

２ 財政基
盤

① ＮＰＯ法人の会計基準の普及

・ＮＰＯ法人の財政規模
の拡大

外部資金を得るＮＰＯ
法人が 20％増加

高 知 県 ボ ラ ン
ティア・ＮＰＯ
センター

② ＮＰＯに対する補助、助成等
の情報提供

③ 認定ＮＰＯ法人への移行促進

④ 財政基盤の充実に向けた取組

の強化

新規・拡充⑤ ＮＰＯへの寄附の

促進

３ 研修・
広報・大学
と の 連 携
等

拡充① 研修や相談窓口の充実
・ＮＰＯ法人の増加
[H35：370 法人]
(H29：332 法人)

・社会貢献活動団体と地域
活動のマッチング
［年５件］

高 知 県 ボ ラ ン
ティア・ＮＰＯ
センター

大学

② 社会貢献活動の理解につなが
る広報の充実

新規③ 大学とＮＰＯセンターの
連携による地域課題の解決

Ⅱ

社
会
貢
献
活
動
団
体
と
関
係
団
体
の
連
携

１ 教育・
研 究 機 関
と連携

新規① 大学とＮＰＯセンターの

連携による地域課題の解決

（再掲）

・社会貢献活動団体と地域
活動のマッチング
［年５件］

・ナツボラの参加高校 15 校、
参加者延べ 1,200 人
(H29：９校、延べ 920 人)

高 知 県 ボ ラ ン
ティア・ＮＰＯ
センター

県（私学・大学
支援課、高等学
校課）

大学

② 教育・研究機関と連携した次

世代の担い手育成（再掲）

２ 事業者
、行政等と
連携

拡充① 事業者と社会貢献活動団

体との連携を推進
・社会貢献活動団体と連携
している又は社会貢献活動
を行っている事業者が 20％
増加

・市町村の 70％が社会貢献
活動団体と協働している
(H28：63.3％)

高 知 県 ボ ラ ン
ティア・ＮＰＯ
センター

② 市町村と社会貢献活動団体と

の協働を推進

県（県民生活 ･
男 女 共 同 参 画
課）

③ 地域支援企画員を中心とした

連携

④ 県職員のための研修等の実施
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基本

方針
実施項目 具体的な取組

成果目標

（Ｈ35）

実施団体

（担当課）

Ⅲ

地
域
に
お
け
る
社
会
貢
献
活
動
の
推
進

１ 地域の
課 題 解 決
に つ な が
る取組

① 地縁団体とＮＰＯとの相互理
解の増進

・集落活動センターの増加
[H31：80 箇所]
(H29：44 箇所)

・子ども食堂の増加
[H31：120 箇所]
(H29：52 箇所)

高 知 県 ボ ラ ン
ティア・ＮＰＯ
センター

大学

拡充② 新たな地域コミュニティ
の拠点づくり

県（中山間地域対
策課、児童家庭
課）

③ ＮＰＯのコミュニティビジネ
スへの参入支援

県（産学官民連
携・起業推進課、
産学官民連携セン
ター）

④ ＮＰＯのコミュニティビジネ
スへの活動支援

県（中山間地域対
策課、産学官民連
携センター）

２ 災害時
に お け る
取組

① 災害ボランティアと連携でき

るＮＰＯの育成

・災害に取り組んでいる
ＮＰＯ法人の割合
[H35：80％]
(H29：72.1％)

高 知 県 ボ ラ ン
ティア・ＮＰＯ
センター

② 行政・ＮＰＯ・事業者など関
係機関によるネットワークづく
り

③ 災害時における活動拠点の確
保
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第５章 進捗管理

第１ 社会貢献活動支援推進会議の設置

社会貢献活動に対する支援については、ＮＰＯ関係者、事業者、県民、学識経験者、

行政（市町村）で構成する社会貢献活動支援推進会議により、支援策の調査、検討等

を行い、必要かつ適切に推進します。

第２ 進捗管理

本計画の推進に当たっては、ＰＤＣＡサイクル（※）により、計画の進捗管理を行

い、その進捗状況を社会貢献活動支援推進会議に報告するとともに、公表します。

･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････

※ＰＤＣＡサイクル･･･ 業務プロセスの管理手法の一つで、計画 (plan)→実行 (do)→評価 (check)→改善 (act)とい
う 4 段階の活動を繰り返し行なうことで、継続的にプロセスを改善していく手法。
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＜参考（１）＞

高知県社会貢献活動推進支援条例

目 次

第１章 総則（第１条― 第８条）

第２章 社会貢献活動に対する支援策の基本的事項等（第９条―第 16 条）
第３章 国及び他の地方公共団体との協力等（第 17 条・第 18 条）
附 則

第１章 総則

（目的）

第１条 この条例は、現在及び将来の地域社会において重要な役割を担う社会貢献活動に対

する支援について、基本理念を定め、並びに県、市町村、事業者、県民及び社会貢献活

動団体の責務を明らかにするとともに、社会貢献活動に対する支援策の基本となる事項

を定めることにより、その支援策を総合的かつ計画的に推進し、もって県民の社会生活

の質の向上を図り、豊かで安心して暮らすことができる元気な地域社会づくりに寄与す

ることを目的とする。

（定義）

第２条 この条例において「社会貢献活動」とは、営利を目的とせず、自主的に行う公益的

な活動であって、その活動が次のいずれにも該当しないものをいう。

(１ ) 宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成することを主たる目的と
する活動

(２ ) 政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを主たる目的とする活動
(３ ) 特定の公職（公職選挙法（昭和 25 年法律第 100 号）第３条に規定する公職をいう。）

の候補者（当該候補者になろうとする者を含む。）若しくは公職にある者又は政党を

推薦し、支持し、又はこれらに反対することを目的とする活動

(４ ) 公共の利益を害する行為をするおそれのあるものの活動
２ この条例において「社会貢献活動団体」とは、社会貢献活動を継続的に行う法人その他

の団体をいう。

（基本理念）

第３条 社会貢献活動に対する支援は、次に掲げる基本的な方向により、県、市町村、事業

者及び県民が、それぞれの能力に応じた役割分担のもとに、自主的かつ積極的に推進す

ることにより行われなければならない。

(１ ) 社会貢献活動団体の自主的な社会貢献活動を尊重し、促進する支援であること。
(２ ) 社会貢献活動団体が自立し、地域社会の主体となるような支援であること。
(３ ) 県、市町村、事業者、県民及び社会貢献活動団体のパートナーシップの醸成につな

がる支援であること。

（県の責務）

第４条 県は、前条に定める社会貢献活動に対する支援についての基本理念（以下「基本理

念」という。）に基づいて、総合的な支援策を策定し、及び実施するものとする。

（市町村の責務）

第５条 市町村は、基本理念に基づいて、当該市町村の区域の実情に応じた社会貢献活動に

対する支援策を実施するように努めなければならない。

（事業者の責務）

第６条 事業者は、基本理念に基づいて、地域社会の構成員として、社会貢献活動が円滑に

推進されるように努めるとともに、県又は市町村が実施する社会貢献活動に対する支援

策に協力するように努めなければならない。

（県民の責務）

第７条 県民は、基本理念に基づいて、社会貢献活動に自ら努めるとともに、県又は市町村
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が実施する社会貢献活動に対する支援策に協力するように努めなければならない。

（社会貢献活動団体の責務）

第８条 県、市町村、事業者又は県民から支援を受けた社会貢献活動団体は、当該支援を最

大限に生かし、誠実かつ着実に社会貢献活動を推進するものとする。

第２章 社会貢献活動に対する支援策の基本的事項等

（社会貢献活動支援推進計画）

第９条 知事は、第４条の規定により、社会貢献活動に対する支援策を総合的かつ計画的に

推進するため、その基本となる計画（次項において「社会貢献活動支援推進計画」とい

う。）を定めるものとする。

２ 社会貢献活動支援推進計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。

(１ ) 計画の構想
(２ ) 計画の目標
(３ ) 社会貢献活動団体の概況及び課題
(４ ) 社会貢献活動に対する支援策
(５ ) 前各号に掲げるもののほか、社会貢献活動に対する支援策を総合的かつ計画的に推

進するために必要な事項

（活動基盤の整備）

第 10 条 県は、社会貢献活動が継続的かつ円滑に推進されるように、社会貢献活動を支援

する拠点の整備、情報の提供等社会貢献活動の基盤の強化を図るために必要な方策を講

ずるものとする。

（財政基盤の整備）

第 11 条 県は、社会貢献活動団体が継続的かつ円滑に社会貢献活動を推進することができ

るように、社会貢献活動団体の財政基盤の強化を図るために必要な方策を講ずるものと

する。

（人づくりの推進）

第 12 条 県は、社会貢献活動に関する専門的知識を有する人材、社会貢献活動団体を支え

る人材等の育成を図るために必要な方策を講ずるものとする。

（広報、学習機会の提供等）

第 13 条 県は、事業者及び県民が社会貢献活動に対する理解を深め、並びに社会貢献活動

への自主的な参加が促進されるように、広報、学習機会の提供等の必要な方策を講ずる

ものとする。

（交流及び連携の推進）

第 14 条 県は、社会貢献活動団体相互の交流及び連携が図られるように、情報の交換等の

必要な方策を講ずるものとする。

（財政上の措置等）

第 15 条 県は、社会貢献活動に対する支援策を実施するために必要な財政上の措置等を講

ずるものとする。

（県民等の参加及び協働による支援の推進等）

第 16 条 県は、社会貢献活動に対する支援に関して事業者、県民及び社会貢献活動団体（以

下この項において「県民等」という。）から広く意見を聴き、並びに県民等と協議を行う

ことにより、県民等の参加及び協働による社会貢献活動に対する支援を推進するものと

する。

２ 県は、社会貢献活動に対する支援について必要な調査及び研究を行い、その成果の普及

を図るものとする。

第３章 国及び他の地方公共団体との協力等

（国及び他の地方公共団体との協力等）

第 17 条 県は、国及び他の地方公共団体と協力して、社会貢献活動が推進されるように努

めるものとする。
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（市町村への支援）

第 18 条 県は、市町村が実施する社会貢献活動に対する支援策を支援するように努めるも

のとする。

附 則

この条例は、平成１１年４月１日から施行する。
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＜参考（２）＞

高知県社会貢献活動支援推進会議委員名簿

区分 団 体 名 等 氏 名 任 期

行政関係

高知市市民協働部

地域コミュニティ推進課長
藤原 美穂

H30.4.1～

H31.3.31

土佐町産業振興課長 伊藤 敏雄
H29.4.1～

H31.3.31

企 業

㈱四国銀行法人サポート部

調査役
門田 芳穂

H29.4.1～

H31.3.31

高知県経営者協会総務課長 永野 和香
H30.4.1～

H31.3.31

県 民

公募委員 古川 佳代子
H29.4.1～

H31.3.31

公募委員 安岡 千春
H29.4.1～

H31.3.31

ＮＰＯ

特定非営利活動法人

暮らすさき事務局長
大﨑 緑

H29.4.1～

H31.3.31

特定非営利活動法人

室戸ドルフィンプロジェクト

事務局長

松島 弘
H29.4.1～

H31.3.31

学識経験者

高知県公立大学法人高知県立大学

地域教育研究センター長
清原 泰治

H29.4.1～

H31.3.31

国立大学法人高知大学

次世代地域創造センター 講師
梶 英樹

H29.4.1～

H31.3.31

中間支援組織

高知県ボランティア・ＮＰＯセンター

所長
間 章

H30.4.1～

H31.3.31

認定特定非営利活動法人

ＮＰＯ高知市民会議チーフ
矢田 正江

H29.4.1～

H31.3.31

特定非営利活動法人

高知県西部ＮＰＯ支援ネットワーク

理事長

八木 雅昭
H29.4.1～

H31.3.31
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＜参考（３）＞

第４次高知県社会貢献活動支援推進計画 線表

基本

方針

実施

項目

取組の

内容
H31 H32 H33 H34 H35

成果目標

(H35年度)

Ⅰ

社
会
貢
献
活
動
団
体
へ
の
支
援
の
充
実

１

人
材
育
成
と
確
保

① 社会貢献

活動を知っ

てもらう取

組

・会員数が増加し
た Ｎ Ｐ Ｏ 法 人
20％

・ボランティア行
動者率の増加
[H33：26.0％]
(H28：22.6％)

・ナツボラの参加
高校 15 校、参加
者延べ 1,200 人
(H29：９校、延
べ 920 人)

② 経済団体

等 と 連 携 し

た 人 材 の 確

保

③ 教育・研

究機関と連

携した次世

代の担い手

育成

④ 研修の改

善

２

財
政
基
盤

① ＮＰＯ法

人 の 会 計 基

準の普及

・ＮＰＯ法人の財
政規模の拡大

外部資金を得るＮ
Ｐ Ｏ 法 人 が 20 ％
増加② ＮＰＯに

対する補助、

助 成 等 の 情

報提供

③ 認定ＮＰ

Ｏ 法 人 へ の

移行促進

④ 財政基盤

の 充 実 に 向

け た 取 組 の

強化

⑤ ＮＰＯへ

の 寄 附 の 促

進

◆人 が集 まる場 所 で活 動 を周 知
これまでの取組に加え、イベントや量販店な

ど多くの人が集まる場所での周知を実施す

る。

方法の

検討

◆市 町 村 との連 携 による情 報 提 供
NPO センターと市町村が連携した情報提供
を行い、県民の社会貢献活動への参加のきっ

かけづくりを行う。

◆経 済 団 体 等 を通 じた社 会 貢 献 活 動 の周 知
これまでの取組に加え、経済団体等と連携し

て事業者等に情報提供することで、社会貢献

活動に参加しやすい環境づくりを行う。

教 育 ・研 究 機 関 を通 じたナツボラの周 知
高校や大学などを通じてナツボラを周知し、

若年層が社会貢献活動に気軽に参加できる

気風づくりを行う。

★研 修 の動 画 配 信
動画による研修の配信を行うな

ど、場所や時間に関係なくスキル

アップできる仕組みをつくる。

ＮＰＯ法 人 会 計 基 準 の普 及 の推 進
NPO 法人の会計報告の質を高め、法人の活
動実態をよりわかりやすいものにするため、

会計基準の普及を推進する。

ＨＰ等 による補 助 金 、助 成 金 の情 報 提 供
NPO が活動資金を確保できるよう、補助金、
民間の助成金の情報を HP 等により提供す
る。

認 定 ＮＰＯ法 人 のメリット等 の周 知
寄附者が税制優遇を受けられるといったメ

リットを周知し、寄附の増加を目指す NPO
法人の認定 NPO 法人への移行を支援する。

財 政 基 盤 の強 化 につながる研 修 の実 施
NPO の財政基盤の強化につながる研修を実
施する。

専 門 家 の派 遣
NPO の財政基盤の強化につながる専門家の
派遣を実施する。

◆事 業 者 や県 民 への社 会 貢 献 活 動 内 容 の

周 知
事業者等が NPO に関心を持てるよう、法
人の活動の周知を行い、寄附の増加につな

げる。

新規＝★ 拡充＝◆
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基本

方針

実施

項目

取組の

内容
H31 H32 H33 H34 H35

成果目標

(H35年度)

Ⅰ

社
会
貢
献
活
動
団
体
へ
の
支
援
の
充
実
（
続
き
）

３

研
修
・
広
報
・
大
学
と
の
連
携
等

① 研修や相

談 窓 口 の 充

実

・ＮＰＯ法人の増
加
[H35：370 法人]
(H29：332 法人)

・社会貢献活動団
体と地域活動の
マッチング
［年５件］

② 社会貢献

活 動 の 理 解

に つ な が る

広報の充実

③ 大学とＮ

Ｐ Ｏ セ ン タ

ー の 連 携 に

よ る 地 域 課

題の解決

Ⅱ

社
会
貢
献
活
動
団
体
と
関
係
団
体
の
連
携

１

教
育
機
関
と
連
携

① 大学とＮ

Ｐ Ｏ セ ン タ

ー の 連 携 に

よ る 地 域 課

題の解決（再

掲）

・社会貢献活動団
体と地域活動の
マッチング
［年５件］

・ナツボラの参加
校 15 校、参加者
延べ 1,200 人
(H29：９校、延
べ 920 人)

② 教育・研

究 機 関 と 連

携 し た 次 世

代 の 担 い 手

育成（再掲）

２

事
業
者
、
行
政
等
と
連
携

① 事業者と

社 会 貢 献 活

動 団 体 と の

連携を推進

・社会貢献活動団
体と連携してい
る又は社会貢献
活動を行ってい
る 事 業 者 が
20％増加

・市町村の 70％が
社会貢献活動団
体と協働してい
る
(H28：63.3％)

② 市町村と

社 会 貢 献 活

動 団 体 と の

協働を推進

③ 地域支援

企 画 員 を 中

心 と し た 連

携

系統立て

の検討

方法の

検討

★ＮＰＯ法 人 に必 要 な研 修 を系 統 立

てる
これまでの研修を、目指すテーマ

ごとに系統立てて実施する。

◆専 門 家 派 遣 の拡 充
専門家派遣を拡充するなど NPO センターの
相談支援を充実させる。

★研 修 の動 画 配 信 （再 掲 ）
動画による研修の配信を行うな

ど、場所や時間に関係なくスキル

アップできる仕組みをつくる。

県 民 への社 会 貢 献 活 動 の情 報 発 信
県民に対して社会貢献活動を積極的に発信

し、活動への理解を深めることで、活動への

応援が得られるようにする。

★大 学 とＮＰＯセンターの定 期 的 な情 報 共 有
大学と NPO センターが定期的に情報共有
し、社会貢献活動団体と他の団体のマッチン

グを進め、地域課題の解決に努める。

★大 学 とＮＰＯセンターの定 期 的 な情 報 共 有

（再 掲 ）
大学と NPO センターが定期的に情報共有
し、社会貢献活動団体と他の団体のマッチ

ングを進め、地域課題の解決に努める。

教 育 ・研 究 機 関 を通 じたナツボラの周 知

（再 掲 ）
高校や大学などを通じてナツボラを周知

し、若年層が社会貢献活動に気軽に参加で

きる気風づくりを行う。

◆事 業 者 に社 会 貢 献 活 動 団 体 の情 報 や連

携 事 例 を紹 介
事業者のニーズに応じた社会貢献活動団体

の情報や、団体と事業者の連携事例を紹介

する。

市 町 村 と社 会 貢 献 活 動 団 体 の意 見 交 換 会

の開 催
市町村と社会貢献活動団体の連携事例を紹

介するとともに、意見交換会を開催する。

市 町 村 から住 民 への社 会 貢 献 活 動 の情 報 提

供
市町村の住民が、地域の社会貢献活動に参

加しやすくなるよう、市町村からの情報提

供を充実していく。

地 域 支 援 企 画 員 を中 心 とした、市 町 村 、社 会

貢 献 活 動 団 体 、地 域 の事 業 者 との連 携 を推

進
地域での社会貢献活動を進めるため、地域

支援企画員を中心とした連携を推進する。
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基本

方針

実施

項目

取組の

内容
H31 H32 H33 H34 H35

成果目標

(H35年度)

Ⅱ

社
会
貢
献
活
動
団

体
と
関
係
団
体
の
連
携

（
続
き
）

２

事
業
者
、
行
政
等
と

連
携
（
続
き
）

④ 県職員の

た め の 研 修

等の実施

・社会貢献活動団
体と連携してい
る又は社会貢献
活動を行ってい
る 事 業 者 が
20％増加

・市町村の 70％が
社会貢献活動団
体と協働してい
る(H28：63.3％)

Ⅲ

地
域
に
お
け
る
社
会
貢
献
活
動
の
推
進

１

地
域
の
課
題
解
決
に
つ
な
が
る
取
組

① 地縁団体

と Ｎ Ｐ Ｏ と

の 相 互 理 解

の増進

・集落活動セン
ターの増加
[H31：80 箇所]
(H29：44 箇所)

・子ども食堂の増
加
[H31：120 箇所]
(H29：52 箇所)

② 新たな地

域 コ ミ ュ ニ

ケ ー シ ョ ン

の 拠 点 づ く

り

③ ＮＰＯの

コ ミ ュ ニ テ

ィ ビ ジ ネ ス

へ の 参 入 支

援

④ ＮＰＯの

コ ミ ュ ニ テ

ィ ビ ジ ネ ス

へ の 活 動 支

援

２

災
害
時
に
お
け
る
取
組

① 災害ボラ

ン テ ィ ア と

連 携 で き る

Ｎ Ｐ Ｏ の 育

成

・災害に取り組ん
でいるＮＰＯ法
人の割合
[H35：80％]
(H29：72.1％)

② 行政・Ｎ

ＰＯ・事業者

な ど 関 係 機

関 に よ る ネ

ッ ト ワ ー ク

づくり

③ 災害時に

お け る 活 動

拠点の確保

県 職 員 のＮＰＯへの短 期 派 遣 研 修 の実 施
県職員の NPO に対する理解を深めるため、
県内の NPO への短期派遣研修を実施する。

ＮＰＯの活 動 情 報 の提 供 、協 働 事 例 の紹 介
県職員の NPO に対する理解を深めるため、
NPO の活動情報の提供や、協働事例の紹介
などを行う。

大 学 等 との連 携 による情 報 提 供
地域の地縁団体と、専門的ノウハウを持った

NPO との相互理解と交流が進むよう、大学
等と連携し、情報提供を行う。

◆集 落 活 動 センターや子 ども食 堂 の立 ち上 げ

支 援
集落活動センターや子ども食堂を中心とし

た地域での相互連携の取組や、立ち上げ、

運営を支援する。

中 山 間 地 域 の活 性 化 につながるＮＰＯのコミュ

ニティビジネスへの参 入 支 援
中山間地域において、コミュニティビジネ

スを支援し、その利益を還元して、地域の

活性化とコミュニティの再生につなげる。

生 活 基 盤 の確 保 と就 業 機 会 ・雇 用 の創 出 を

図 るためのコミュニティビジネスを支 援
コミュニティビジネスを支援し、生活基盤

の確保や地域における就業機会・雇用を創

出する。

災 害 時 に機 能 を発 揮 できるＮＰＯの育 成
災害ボランティアセンターと連携し、災害時

に機能を発揮できる NPO を育成する。

平 常 時 から地 域 のネットワークの構 築
平常時から地域の防災組織等と交流を図り、

お互いの役割を確認するなど、ネットワーク

の構築を図る。

市 町 村 における災 害 ボランティアとの連 携 や、

ＮＰＯの受 け入 れ体 制 の整 備 を支 援
市町村における災害ボランティアとの連携

や、県内外の NPO の受け入れ体制の整備を
支援する。


